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研究成果の概要（和文）：大規模出生コーホートを用い、妊娠初期および3歳時の社会経済要因（SES）が、3歳
までの発達（M-CHAT、KIDS、SDQで評価）に影響するか明らかにすることを目的とした。SESのほか、養育環境得
点、母親の精神健康度、養育ストレスも聴取した。1歳半のM-CHATによるASDリスクは、所得や両親教育歴が低い
ほど高かった。母親の精神的不健康はリスクとなったが、養育環境がよいと緩和されることが示唆された。KIDS
では、母親の教育歴が高いほど言語理解力が高く、父親の教育歴が高いほど児の社会性発達が遅れている可能性
が示された。3歳のSDQでは母親の教育歴が高いほど子どもへの困難感が低いことが示唆された。

研究成果の概要（英文）：We aimed to clarify whether socioeconomic factors (SES) at the beginning of 
pregnancy and at the age of 3 influence the development up to 3 years evaluated by M - CHAT, KIDS, 
SDQ using a large Birth cohort. In addition to SES, we also asked about nurturing environment 
scores, mental health and nursing stress. The ASD risk due to M - CHAT for 1 year and a half was 
higher as income and parents' educational backgrounds were lower. Mothers 'mental unhealthy became a
 risk, but it was suggested that mothers' relief would be better if the nurturing environment is 
good. About KIDS, the higher the educational history of mothers, the higher the language 
comprehension ability, and the higher the educational history of the fathers, the possibility that 
the social development of the child is delayed may be shown. About the 3 - year - old SDQ, it was 
suggested that the higher the educational history of the mother, the lower the difficulty for 
children. 

研究分野： 公衆衛生学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2012 年の文科省調査によると，発達障害

児は全学童の約 6.5％（約 16 人に 1 人）と報

告されている。また医療機関の発達障害外来

初診患者数の推移をみても，平成 12 年頃よ

り増加傾向を認め，注意欠陥多動性障害

（ADHD），広汎性発達障害（PDD），学習障

害（LD）などが 7 割を占めていた。診断マ

ニュアルの改訂に伴い，広汎性発達障害やア

スペルガー障害は自閉症スペクトラム

（ASD）として括られ，ASD 概念の浸透も

一因して，発達障害児の報告はさらに上昇傾

向にある。従来自閉症の原因は遺伝が強いと

みなされていたが，J.Hallmayer,et al.(2011) 

は胎内環境要因の影響が強いことを示した。

また ADHD の胎児期の環境要因では，喫煙

のほか，飲酒，母親のストレスなどもあげら

れ（Linnet ら（2003），Millichap ら（2008），

Banerjee ら（2007）），発達には遺伝だけで

説明しきれない胎児期から出生後の様々な

環境要因が複合的に関与していると考えら

れる。 

日本では，近年，貧困率 16.3％（2012 年

厚労省データ）と増え，先進国の中でも厳し

い状況にある。「子どもの貧困大網」(2014 年)

で子どもの貧困対策の重要性を強調してい

るように，社会経済要因は，教育はじめ子ど

もの一生にわたり影響を及ぼす大きな問題

である。欧州や北米では，社会経済要因

（SES）が子供の発達に影響することが報告

され（Bradley 2002），幼い時ほどその後の

発達に影響することが英国のコーホート研

究で示された（Schoon,2012 ）。我々は，社

会経済要因と発達に関する内外の研究動向

を整理し，SES 指標は多様であっても，就学

前から「発達の遅れ」や「問題行動」に影響

し，親の抑うつ，育児ストレス，不適切な養

育態度，物的困窮，少ない育児資源が複雑に

関係していたと報告した（喜多・池野ら，

2013）。Tremblay は，欧米の研究を概観して，

子どもの攻撃的行動は生後 1～2歳で発現し，

3～4 歳でピークに達するが，その後の養育に

よって子どもは自分の攻撃的衝動をコント

ロールすることを学んでいくと述べ（2005），

養育環境が行動を左右することを示唆した。

しかし国内では研究そのものが非常に少な

く，Cheng らが関西 3 県でコーホート研究を

実施した（2009,2010）が，親の SES は子ど

もの 9 か月時と 18 か月時の発達の遅れはみ

られなかった。しかし，この研究は対象者が

270 人（2009），284 人（2010）とサンプル

数が少なく，対象集団が比較的高学歴，高所

得世帯に偏っていたという限界があった。日

本における SES 指標の発見と調査の蓄積，

効果的介入方法の検討が必要である。 

 

２．研究の目的 

地域の一般集団を対象に実施している前

向きコーホート研究「環境と子どもの健康に

関する北海道研究」（主任研究者岸玲子）を

用い，妊娠初期および 3 歳時の社会経済要因

（所得・教育歴・職業など）が，1.5 歳と 3

歳までの発達の遅れと問題行動にどのよう

に影響を及ぼすか明らかにすることを目的

とした。 

 

３．研究の方法 

「環境と子どもの健康に関する北海道ス

タディ」に参加している 2012 年 3 月から

2013年1月に生まれた母児714組を対象に3

歳調査票を郵送法にて実施した。発達評価は，

１歳半時点では，発達の遅れをKIDS（Kinder 

Infant Development Scale）で，自閉スペク

ト ラ ム 症 ス ク リ ー ニ ン グ を 日 本 語 版

M-CHAT(The Japanese version of the 

Modified Checklist for Autism as Toddlers)

で評価した。3 歳発達評価は KIDS と SDQ

（Strength and Difficulties Questionnaire）

を用いた。妊娠初期に年収，両親の教育歴な

ど社会経済要因と喫煙・飲酒など生活環境要



因を，1 歳半時点に養育環境要因（ICCE: 

Index of Child Care Environment），母親の

精 神 健 康 （ GHQ; General Health 

Questionnaire ）， 育 児 ス ト レ ス （ PSI; 

Parenting Stress Index），家族関係などを調

査票で聴取した。3 歳では，家族状況とその

時点での社会経済要因について200万円未満

から 800万円以上まで 7段階の選択肢を設け

て質問した。物理的養育環境として①住環境

（住宅の密集，騒音，採光）②教育的環境（食

事回数・内容，本や教育的玩具，サークル活

動など 14 項目）も聴取した。なお，本研究

開始前に 1歳半時点の調査票はほぼ収集済み

であった。解析は，1歳半のM-CHATとKIDS，

3 歳の SDQ を従属変数として，それぞれに

ロジスティック解析または重回帰分析を行

った。 
 
４．研究成果 
 3 歳調査票の累計発送数 968 名，累計回収

数 755 名（回収率 76.8%）であった。母親の

出産時年齢は平均 31.4 歳、父親年齢は平均

33.3 歳、男児の割合は 48.8%であった。計画

時より調査票発送数が増えた理由は，3 歳の

横断的解析を想定して，1.5 歳調査票を送付

していないコーホート参加者にも送付した

ためである。なお，所得は，妊娠初期と 3 歳

時とも｢300 万円未満｣｢300~500 万円｣｢500

万円以上｣の 3 群で用いた。 

１）1 歳半の発達と社会経済要因 

 1 歳半発達については回収した 581 件につ

いて横断的な解析を行った。 

①M-CHAT23 項目中 3 項目以上，または重

要項目中 2 項目以上できない場合を「自閉症

スペクトラム障害（以下 ASD）疑い」として，

妊娠初期の所得，母親教育歴，父親教育歴に

よるリスク評価をロジスティック回帰分析

で行った。その結果，所得が 300 万円未満，

父親の教育歴が中学卒業，母親の教育歴が中

高卒業の場合に ASD 疑いのリスクが高くな

った。 

表１　ASD疑いを従属変数とした妊娠初期の所得、両親の教育歴のリスク評価

オッズ比 p

300万未満 2.530 1.386 4.617 0.003

300-500万 1.548 0.904 2.650 0.111

500万 ref.

中高卒業 2.136 1.133 4.027 0.019

短大・専門学校 1.385 0.717 2.676 0.332

大学卒業 ref.

中学卒業 3.206 1.439 7.143 0.004

高校卒業 1.406 0.848 2.331 0.186

短大・専門学校 1.058 0.596 1.878 0.848

大学卒業 ref.

※modelは性、在胎週数、検査時月齢で調整

区分 95%CI

所得

母親の教育歴

父親の教育歴

 

②同じく 1歳半のM-CHATによるASD疑い

に対する精神健康度によるリスク評価をロ

ジスティック回帰分析で行った結果，精神健

康度が悪い（GHQ7 点以上）ほど，ASD 疑

いのリスクが高かった（表２）。授乳期間や

所得で調整しても有意であったが，養育環境

得点（ICCE）を調整に加えた場合，有意性

は消失した。このことから，母親の精神健康

度は ASD 疑いのリスクであるが，良好な養

育環境により ASD 傾向が緩和される可能性

が示唆された。 
表2　ASD疑いを従属変数とした精神健康度のリスク評価

オッズ比 p

GHQ7点以上 1.785 1.146 2.781 0.010

GHQ6点以下 ref.

GHQ7点以上 1.806 1.145 2.849 0.001

GHQ6点以下 ref.

GHQ7点以上 1.736 1.072 2.812 0.025

GHQ6点以下 ref.

GHQ7点以上 1.552 0.980 2.457 0.061

GHQ6点以下 ref.

※modelは母親年齢、在胎週数、検査月齢で調整

区分 95%CI

model

model＋授乳期間

model＋所得

model＋養育環境
得点

 
③発達の遅れを評価するKIDSの下位項目得

点（運動，操作，言語理解，表出言語，概念，

対子ども社会性発達，対成人社会性発達）を

従属変数として，妊娠初期の所得，両親の教

育歴の影響をみるため重回帰分析を行った。

KIDS は得点が高いほど発達していることを

示す。解析の結果，有意であった項目のみ表

3 に示した。「言語理解得点」には母親教育

歴が，「対子ども発達得点」には父親教育歴

が，母親年齢，出生体重と ICCE 得点または

GHQ 得点で調整しても有意に寄与していた。

すなわち，母親の教育歴が高いほど言語理解

力が身についていることと，父親の教育歴が

高いほど児の子供に対する社会性発達が遅

れている可能性が示された。言語理解につい

ては，主たる養育者である母親の言葉かけが



影響すると解釈できるが，父親の教育歴につ

いては，他の要因との関係も精査し検討する

必要があると考える。 

表3　重回帰分析による1歳半KIDS得点と社会経済要因の関連

R p

母親教育歴 model1 0.477 0.170 0.783 0.002

model2 0.385 0.081 0.689 0.013

model3 0.410 0.107 0.712 0.008

父親教育歴 model1 -0.327 -0.569 -0.085 0.008

model2 -0.388 -0.628 -0.149 0.002

model3 -0.391 -0.634 -0.149 0.002

※model1：母親年齢、出生体重で調整

※model2：model1+ICCE得点で調整

※model3：model1+GHQ得点で調整

95%CI

対子ども
発達得点

言語理解
得点

 
２）3 歳時の発達と社会経済要因 

 1 歳半と 3 歳両方のデータが揃った 565 組

から，多胎と出生時形態異常を除いた 553 組

について，SDQ をアウトカムとして解析を行

った。SDQ の下位尺度（行為，多動，情緒，

仲間関係，向社会性）と合計点を従属変数に，

妊娠初期の所得，両親の教育歴，3 歳時所得

が影響するか解析を行った。SDQ は得点が高

いほど子供に対する困難感が強いことを意

味する。有意性の認められた項目のみを表 4

に示した。母親の教育歴は，｢多動得点｣｢仲

間関係得点｣｢SDQ 合計点｣に対し，母親年齢，

出生体重で調整しても影響し，育児ストレス

の子ども要因得点あるいはPSI合計点で調整

後もその有意性は残った。一方，妊娠初期の

所得や 3 歳時所得は，SDQ 合計点に対し，

調整にPSI子ども得点を加えると有意性は消

失した。すなわち，所得の影響は母親教育歴

ほど影響しないが，妊娠初期の所得より現在

の所得の方が強く影響することが示唆され

た。母親の教育歴は高いほど子どもに対する

困難感は低く，養育ストレスにより教育歴の

影響は軽減されることが示唆された。特に子

どもの要因によるストレスがより困難感を

左右する可能性がある。 

表4　重回帰分析による3歳SDQ得点と社会経済要因の関連

R p

多動得点 母親教育歴 model1 -0.402 -0.641 -0.163 0.001

model2 -0.276 -0.509 -0.043 0.020

母親教育歴 model1 -0.280 -0.475 -0.085 0.005

model3 -0.250 -0.441 -0.059 0.010

妊娠初期所得 model1 -0.650 -1.237 -0.062 0.030

model2 -0.406 -0.954 0.142 0.146

母親教育歴 model1 -0.913 -1.439 -0.387 0.001

model2 -0.693 -1.184 -0.202 0.006

3歳時所得 model1 -0.809 -1.406 -0.213 0.008

model2 -0.513 -1.071 0.045 0.071

※model1：母親年齢、出生体重で調整

※model2：model1+PSI子ども得点で調整

※model3：model1+PSI合計点で調整

95%CI

仲間関係
得点

SDQ合計
点

 
なお，本研究の PSI による養育ストレス得

点は，子ども側面得点 74.3±16.9，親の側面

得点 97.5±22.5，PSI 合計点 171.0±35.2 で，

日本語版開発者が算出した標準データより

低かった（それぞれ 85.7±15.17，105.1±

18.40，190.8±29.84）ことから，本研究の

対象者は，養育ストレスの低い集団である可

能性がある。ANOVA により所得別に PSI 得

点を比較すると，3 歳時の所得が低いほど得

点が有意に高く（子どもの側面 p=0.023，子

大人の側面 p=0.040，PSI 合計点 p=0.032），

妊娠初期の所得や両親の教育歴は関連が認

められなかった。 

今後，研究課題の到達目標とした共分散構

造化分析を用いて，児の発達に社会経済要因

や様々な養育環境要因との関連をさらに明

らかにしていく予定である。 
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２）H. Goudarzi, S. Nakajima, T. Ikeno, S. Sasaki, 

S. Kobayashi, C. Miyashita, S. Ito, A. Araki, H. 

Nakazawa and R. Kishi; Prenatal exposure to 

perfluorinated chemicals and neurodevelopment 

in early infancy: The Hokkaido Study. Sci Total 

Environ. 541. 1002-10, 2016. doi: 

10.1016/j.scitotenv.2015.10.017. 

３）小林澄貴，池野多美子，荒木敦子，山崎

圭子，西原進吉，岸玲子；環境化学物質の胎

児期曝露による辞の神経発達への影響に関

する疫学文献レビュー：注意欠如・多動性障

害（AD/HD）・自閉症スペクトラム（ASD）

を含めて．北海道公衆衛生学雑誌．29（２）．

31-40，2015． 

〔学会発表〕（計 8 件） 

平成 29 年度(2017) 

１）山﨑圭子, 荒木敦子, 中島そのみ, 宮下ち

ひろ, 池野多美子, 伊藤佐智子, 湊屋街子, 



水谷太, 苣木洋一, 岸玲子; 胎児期の有機塩

素系農薬曝露が 3.5 歳の児の知的機能に及ぼ

す影響- 北海道スタディ. 第 88回日本衛生学

会学術総会. 東京都. (2018.3.22-24) 

２）喜多歳子，本田光，櫻井繭子，田仲里江，

近藤圭子；子どもの貧困による発達と健康へ

の影響を最小限にする海外の介入研究レビ

ュー． 第 6 回日本公衆衛生看護学会学術集

会．大阪市（2018.01．6-7）  

３）山﨑圭子, 岸玲子; 胎児期 PCB・Dioxin

曝露が学童期の脳活動に与える影響につい

ての検討. 第 35 回日本生理心理学会.流山市. 

(2017.5.27-28) 

平成 28 年度（2016） 

１）池野多美子，喜多歳子，小銭寿子，西原

進吉，岸玲子．母親の精神健康と児の自閉傾

向との関連-環境と子どもの健康に関する北

海道スタディ．第 75 回日本公衆衛生学会大

会．大阪市．(2016.10.26-28) 

２）喜多歳子，池野多美子，山崎圭子，西原

進吉，岸玲子．親の社会経済状態と 18-24 か

月児の自閉症スペクトラム疑い：北海道スタ

ディ．第 68 回北海道公衆衛生学会．札幌市．

(2016.10.1) 

３）山崎圭子，宮下ちひろ，伊藤佐智子，荒

木敦子，小林祥子。水谷太，苣木洋一，岸玲

子．胎児期の有機塩素系農薬曝露が母児の甲

状腺ホルモンに及ぼす影響．第 86 回日本衛

生学会．旭川市．（2016.5.11-13） 

平成 27 年度（2015） 

１）西原進吉，池野多美子，小林澄貴，佐々

木成子，岸玲子．胎児期の母と学童期の児の

喫煙曝露と ADHD-RS との関連－北海道スタ

ディ－．第 74 回日本公衆衛生学会大会．長

崎市．（2015.11.4-6） 

２）喜多歳子，池野多美子，岸玲子．親の社

会経済状態と 18 ヶ月児の自閉症スペクトラ

ム疑いリスクとの関連－環境と子どもの健

康に関する前向きコーホート研究（北海道ス

タディ）．第 74 回日本公衆衛生学会大会．長

崎市．（2015.11.4-6）） 

 
〔図書〕（計 ０件） 
 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計 ０件） 
○取得状況（計 ０件） 
 
〔その他〕 
ホームページ等 
北海道大学 環境健康科学研究教育センタ
ー 研究業績 
http://www.cehs.hokudai.ac.jp/research/yearly/ 
環境と健康ひろば 
http://www.cehs.hokudai.ac.jp/hiroba/ 
環境と子どもの健康に関する研究・北海道ス
タディ 
http://www.cehs.hokudai.ac.jp/hokkaidoustudy/ 
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